
01010101 4

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

5

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

市民等サービス 市民

○運行委託料 7,068千円 施設等維持管理 団体

・丹波（冬期）、網野南、間人（冬期）、宇川、湊、田村小学校 内部管理 法人

○運行管理委託料 10,108千円 施設等整備 その他

・網野北、橘、間人小学校

○運行委託車両の維持管理に係る経費 3,237千円 【複数選択可】 # # # # # # # 0

・燃料費 501千円 直営 委託 指定管理者制度 扶助費

・修繕、車検費用等 2,736千円 補助金 負担金 その他 （ ）

○バス停用地借上料 8千円 「その他」を選択された場合は、その具体的内容を記入してください。

・佐濃小学校前

受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

※運行委託とは、バスの運転のみを業者委託するもの。

※運行管理委託とは、バスの運転及び車両の維持管理を業者委託するもの。

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

担当課1事業番号学校教育施設の整備・充実01学校管理費

　小学校に通学する遠距離及び特に必要と認めた児童の学校への安全な通学手段を確保する。

久美浜バス回数券販売収入 6千円

99.6 %20202020,,,,421421421421千円千円千円千円

目目目目
的的的的

最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率(②－①)

生涯学習都市

05小学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行事業

決算書

施策方針

久美浜路線市営バス運行収入

　遠距離通学及び通学路の状況や冬期積雪時等、特に必要と認めた児童の通学のためにス
クールバスを運行した。

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

小学校小学校小学校小学校ｽｸｰﾙﾊｽｸｰﾙﾊｽｸｰﾙﾊｽｸｰﾙﾊﾞ゙゙゙ｽｽｽｽ運行管理事業運行管理事業運行管理事業運行管理事業

64千円

不 用 額

基本方針 計画項目

20,485千円

決決決決 算算算算 額額額額

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

諸収入

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

02小学校費10教育費

特定の市民や団体を対象としたサービスであるが、サービスの提供を通じて、特定の対象者以外の第三者にも
受益がおよぶ事務事業

事 業 所 管 課 教育委員会事務局／教育総務課

諸収入

40千円
主主主主
なななな
財財財財
源源源源

2

1 1

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

社会的・経済的弱者を対象に生活の安定を支援する又は生活の安全網（セーフティ・ネット）を整備する
事務事業

 教育総務課

・スクールバス運行により、小学校に通学する児童の安全な通学手段を確保することができ
た。現在所有するスクールバスは老朽化が進み、維持管理経費も年々増大し、安全に運行をす
るためにも、計画的な車両更新が望ましい。

1

根拠法令等

D

京丹後市スクールバス運行管理規程

E

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、又は国内外に情報発信し、まちの魅力を向上させることを目的
とした事務事業

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



01010101 4

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

5

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

市民等サービス 市民

○運行委託料 13,532千円 施設等維持管理 団体

・大宮（冬期）、網野（冬期）、久美浜（３台、市営ﾊﾞｽとの混乗） 内部管理 法人

　高龍中学校 施設等整備 その他

○運行管理委託料 6,812千円

・峰山、弥栄中学校 【複数選択可】 # # # # # # # 0

○運行委託車両の維持管理に係る経費 8,973千円 直営 委託 指定管理者制度 扶助費

・燃料費 3,476千円 補助金 負担金 その他 （ ）

・修繕、車検費用等 5,497千円 「その他」を選択された場合は、その具体的内容を記入してください。

※運行委託とは、バスの運転のみを業者委託するもの。 受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

※運行管理委託とは、バスの運転及び車両の維持管理を業者委託するもの。

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

1 1

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

社会的・経済的弱者を対象に生活の安定を支援する又は生活の安全網（セーフティ・ネット）を整備する
事務事業

2

 教育総務課担当課2事業番号学校教育施設の整備・充実

1

根拠法令等

D

京丹後市スクールバス運行管理規程

E

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、又は国内外に情報発信し、まちの魅力を向上させることを目的
とした事務事業

特定の市民や団体を対象としたサービスであるが、サービスの提供を通じて、特定の対象者以外の第三者にも
受益がおよぶ事務事業

事 業 所 管 課

10教育費

29292929,,,,317317317317千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

中学校中学校中学校中学校ｽｸｰﾙﾊｽｸｰﾙﾊｽｸｰﾙﾊｽｸｰﾙﾊﾞ゙゙゙ｽｽｽｽ運行管理事業運行管理事業運行管理事業運行管理事業

教育委員会事務局／教育総務課

235千円 99.2 %

・スクールバス運行により、中学校に通学する生徒の安全な通学手段を確保することができ
た。現在所有するスクールバスは老朽化が進み、維持管理経費も年々増大し、安全に運行をす
るためにも、計画的な車両更新が望ましい。

29,552千円

久美浜バス回数券販売収入 319千円

1,221千円

　中学校に通学する遠距離及び特に必要と認めた生徒の学校への安全な通学手段を確保する。

決算書

施策方針

最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率(②－①)

生涯学習都市

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

諸収入 久美浜路線市営バス運行収入
主主主主
なななな
財財財財
源源源源

　遠距離通学及び通学路の状況や冬期積雪時等、特に必要と認めた生徒の通学のためにス
クールバスを運行した。

諸収入

決決決決 算算算算 額額額額

計画項目

不 用 額

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03中学校費

基本方針

01学校管理費 05中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行事業

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



01010101 2  

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

5

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

市民等サービス 市民

○実施設計委託料 546千円 施設等維持管理 団体

・五箇小学校特別支援学級設置対応施設改修工事設計 273千円 内部管理 法人

・田村小学校特別支援学級設置対応施設改修工事設計 273千円 施設等整備 その他

【複数選択可】 # # # # # # # 0

直営 委託 指定管理者制度 扶助費

補助金 負担金 その他 （ ）
「その他」を選択された場合は、その具体的内容を記入してください。

受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

 教育総務課担当課事業番号 3

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

学校教育施設の整備・充実施策方針

　平成23年度に特別支援学級を新設する運びとなった五箇小学校及び田村小学校について、
対象児童が利用可能な施設へと教室転用等の改修工事に向けた実施設計を行った。

　安心安全な学校施設の確保に向け、学校施設等の改修を図る。

3,366千円

決決決決 算算算算 額額額額 (②－①)

03小学校施設整備事業01学校管理費

決算書

基本方針 計画項目

不 用 額最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

02小学校費

生涯学習都市

事 業 所 管 課

10教育費

546546546546千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

小学校施設改修事業小学校施設改修事業小学校施設改修事業小学校施設改修事業

教育委員会事務局／教育総務課

2,820千円 16.2 %

・平成23年度の新学期に向け、対象児童が利用可能な各実施設計を完成することができた。
（なお、各工事についても平成23年度の新学期までに完成済み。）
・施設全体の老朽化が著しいことから、今後も緊急性を要する改修を優先的に継続的な事業実
施が必要である。

1

特定の市民や団体を対象としたサービスであるが、サービスの提供を通じて、特定の対象者以外の第三者にも
受益がおよぶ事務事業

根拠法令等

B

学校教育法第81条2項

E

1

4 1

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

社会的・経済的弱者を対象に生活の安定を支援する又は生活の安全網（セーフティ・ネット）を整備する
事務事業

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、又は国内外に情報発信し、まちの魅力を向上させることを目的
とした事務事業

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



02020202 1

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

2

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

○　耐震二次診断委託料 9,162千円 市民等サービス 市民

・大宮第三小学校耐震二次診断業務委託料 4,754千円 市民等サービス 市民

・黒部小学校耐震二次診断業務委託料 4,408千円 内部管理 市民

内部管理 市民

○　耐震二次診断結果

・大宮第三小学校 # # # # # # # 0

直営 直営 直営 直営

補助金 直営 直営 （ ）

受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

・黒部小学校

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

学校教育施設の整備・充実  教育総務課担当課事業番号 4

学校教育の充実

執 行 率(②－①)不 用 額

建築物耐震改修等事業費補助金

管理・教室棟

給食棟

99.9 %1千円

　昭和56年以前の旧耐震基準により設計・建築された学校施設の耐震二次診断を行い、耐震
補強工事等の必要性を検討する。

施設名

管理・教室棟①

給食棟

体育館

0.38

最 終 予 算 額

0.79

0.32

施設名 Is値

体育館

管理・教室棟②

事 業 所 管 課

10教育費

9999,,,,162162162162千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

生涯学習都市

9,163千円

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画 計画項目基本方針

教育委員会／教育総務課

02小学校費 01学校管理費 03小学校施設整備事業

決算書小学校施設耐震診断事業小学校施設耐震診断事業小学校施設耐震診断事業小学校施設耐震診断事業

決決決決 算算算算 額額額額

根拠法令等

A

地震防災対策特別措置法第6条の2

施策方針

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

・この2小学校の耐震二次診断を実施したことにより、市内全ての学校施設における耐震二次診
断が完了し、各施設の耐震性能を正確に把握することができた。

　昭和56年以前の旧耐震基準により設計・建築された学校施設のうち、耐震二次診断未実施
の2小学校（7棟）について、耐震二次診断を行った。

国補

0.56

0.35

B

0

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

Is値

0.72

0.70

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



03030303 2

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

2

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

○　耐震補強工事監理業務委託料 861千円 市民等サービス 市民

○　耐震補強工事請負費 13,778千円 施設等維持管理 団体

内部管理 法人

施設等整備 その他

【複数選択可】 # # # # # # # 0

直営 委託 指定管理者制度 扶助費

補助金 負担金 その他 （ ）
「その他」を選択された場合は、その具体的内容を記入してください。

受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

事 業 所 管 課

10教育費

14141414,,,,639639639639千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

生涯学習都市

696,248千円

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

基本方針

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画 計画項目

02小学校費 01学校管理費 03小学校施設整備事業

決算書

学校教育の充実

教育委員会／教育総務課

小学校施設耐震化事業小学校施設耐震化事業小学校施設耐震化事業小学校施設耐震化事業

2

安全・安心な学校づくり交付金

681,609千円

1

B

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

特定の市民や団体を対象としたサービスであるが、サービスの提供を通じて、特定の対象者以外の第三者にも
受益がおよぶ事務事業

4

・大規模地震により倒壊の危険性が高いとされるIs値0.3未満の建物について、耐震補強工事を
実施することができた。
　なお、工事スケジュールの都合上、平成22年度内に事業完了できなかったものについては全
額を平成23年度に繰越し、他の施設における耐震補強工事の実施に充てることとする。

決決決決 算算算算 額額額額

国補

最 終 予 算 額

　耐震二次診断の結果、耐震性能が不足していると判定された建物について、計画的な耐震
補強工事を行う。

10,529千円

　耐震二次診断の結果、Is値0.3未満と診断された橘小学校体育館（Is値0.18）について、耐
震補強工事を行った。

執 行 率(②－①)不 用 額

2.1 % 根拠法令等

B

建築物の耐震改修の促進に関する法律

施策方針  教育総務課担当課事業番号

市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、又は国内外に情報発信し、まちの魅力を向上させることを目的
とした事務事業

1

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

社会的・経済的弱者を対象に生活の安定を支援する又は生活の安全網（セーフティ・ネット）を整備する
事務事業

5学校教育施設の整備・充実

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



01010101 1 　

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

5

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

○施設等維持管理料 18,148千円

・教室等の修理、芝生用肥料及び芝刈機用燃料購入（網野北小学校） 市民等サービス 内部管理

○各種検査等手数料（5業務） 1,284千円 市民等サービス 内部管理

・浄化槽法定検査、水質検査、貯水槽法定検査、貯水槽等保守点検、 内部管理 内部管理

　放送設備点検 内部管理 内部管理

○建物火災保険料 945千円

○施設保守管理等委託料（12業務） 16,537千円 # # # # # # # 0

・施設清掃、消防設備等保守点検、浄化槽維持管理、電気設備保守管理、 内部管理 内部管理 内部管理 内部管理

　給食用リフト保守点検、プール給排水施設管理、グリストラップ処理、 内部管理 内部管理 内部管理（ ）

　プール循環点検、学校警備、給食施設消毒等業務、白蟻駆除、水源地調査

○事務機器リース料及び学校用地借上料 4,011千円

・複写機（30台）、印刷機（31台） 3,861千円 受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

・吉原小学校用地（学童農園用地ほか　751.22㎡） 150千円

○工事請負費 1,311千円

・芝刈機等保管用物置改修及びグラウンド散水用井戸設置（網野北小学校）

○施設修繕のための原材料 585千円

・山土、木材等の購入

○備品購入費 626千円

・グラウンド芝生用乗用型芝刈機ほか（網野北小学校）

○損害賠償金 83千円

・網野南小学校用地の樹木落下に伴う車輌破損事故

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

 教育総務課担当課事業番号 6学校教育施設の整備・充実

根拠法令等

A

学校教育法第5条

E

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

事 業 所 管 課

10教育費

43434343,,,,530530530530千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

小学校施設管理事業小学校施設管理事業小学校施設管理事業小学校施設管理事業

教育委員会事務局／教育総務課

385千円 99.1 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

02小学校費 01学校管理費

43,915千円

決決決決 算算算算 額額額額

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

　市内の小学校３０校において、児童が学習する学校施設等の維持管理経費。
　学校を運営する上で必要な経費であり、効率的な執行を心掛けるとともに、児童が快適に
学校生活を送ることができるよう配慮して事業を行った。

最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率(②－①)

生涯学習都市

06小学校施設管理事業

決算書

施策方針

・施設全体の老朽化が著しい中ではあったが、円滑な学習環境を確保することができた。
・施設全体の老朽化が著しいが、円滑な学習環境の確保に向け、今後も施設改修事業と関連付
けた計画的な事業実施が必要である。

　円滑な学習環境の確保に向け、学校施設等の維持管理を図る。

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



01010101 1

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

5

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

○施設修繕料 5,965千円 市民等サービス 市民等サービス

・教室の不備箇所、消防設備等の修理 市民等サービス 市民等サービス

○各種検査等手数料（5業務） 346千円 市民等サービス 市民等サービス

・浄化槽法定検査、水質検査、貯水槽法定検査、貯水槽等保守点検、 市民等サービス 市民等サービス

　空調設備機器清掃

○建物火災保険料 505千円 # # # # # # # 0

○施設保守管理等委託料（8業務） 5,599千円 内部管理 内部管理 内部管理 内部管理

・消防設備等保守点検、浄化槽維持管理、電気設備保守管理、学校警備、 内部管理 内部管理 内部管理（ ）

　給食用リフト保守点検、給食施設消毒等業務、グリストラップ処理、

　白蟻駆除

○事務機器リース料 1,502千円 受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

・複写機（10台）、印刷機（13台）

○学校用地借上料 1,462千円

・弥栄中学校用地（給食棟、テニスコート用地　4,922㎡）

○施設修繕のための原材料 238千円

・山土、木材等の購入

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

 教育総務課担当課事業番号 706中学校施設管理事業

決算書

不 用 額最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率(②－①)

生涯学習都市

15,792千円

決決決決 算算算算 額額額額

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

　市内の中学校9校において、生徒が学習する学校施設等の維持管理経費。
　学校を運営する上で必要な経費であり、効率的な執行を心掛けるとともに、生徒が快適に
学校生活を送ることができるよう配慮して事業を行った。

事 業 所 管 課

10教育費

15151515,,,,617617617617千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

中学校施設管理事業中学校施設管理事業中学校施設管理事業中学校施設管理事業

教育委員会事務局／教育総務課

175千円 98.8 %

基本方針

根拠法令等

A

学校教育法第5条

E

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

施策方針 学校教育施設の整備・充実

・施設全体の老朽化が著しい中ではあったが、円滑な学習環境を確保することができた。
・施設全体の老朽化が著しいが、円滑な学習環境の確保に向け、今後も施設改修事業と関連付
けた計画的な事業実施が必要である。

　円滑な学習環境の確保に向け、学校施設等の維持管理を図る。

計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03中学校費 01学校管理費

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



02020202 2

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

2

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

市民等サービス 市民

施設等維持管理 団体

内部管理 法人

施設等整備 その他

【複数選択可】 # # # # # # # 0

直営 委託 指定管理者制度 扶助費

補助金 負担金 その他 （ ）
「その他」を選択された場合は、その具体的内容を記入してください。

受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

 教育総務課担当課事業番号 8

1

根拠法令等

B

建築物の耐震改修の促進に関する法律

2

B

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、又は国内外に情報発信し、まちの魅力を向上させることを目的
とした事務事業

特定の市民や団体を対象としたサービスであるが、サービスの提供を通じて、特定の対象者以外の第三者にも
受益がおよぶ事務事業

4 1

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

社会的・経済的弱者を対象に生活の安定を支援する又は生活の安全網（セーフティ・ネット）を整備する
事務事業

01幼稚園費

事 業 所 管 課

10教育費

0000千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

幼稚園施設耐震化事業幼稚園施設耐震化事業幼稚園施設耐震化事業幼稚園施設耐震化事業

教育委員会／教育総務課

12,449千円 0.0 %

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

04幼稚園費

　耐震二次診断の結果、耐震性能が不足していると判定された建物について、計画的な耐震
補強工事を行う。

基本方針 計画項目

不 用 額最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率(②－①)

生涯学習都市

03幼稚園施設整備事業

決算書

施策方針

・網野幼稚園の耐震補強工事については、平成22年度に実施する予定であったが、工事期間が
年度末に係ることから、各種の行事や園児の活動への影響が生じることを強く懸念する意見が
幼稚園やＰＴＡから上がったため、平成23年度に事業を繰越して実施することとした。

学校教育施設の整備・充実

12,449千円

決決決決 算算算算 額額額額

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

国補 安全・安心な学校づくり交付金

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



01010101 1

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

5

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

○施設修繕料 666千円 市民等サービス 市民等サービス

・教室の不備箇所、消防設備等の修理 市民等サービス 市民等サービス

○浄化槽法定検査手数料 9千円 市民等サービス 市民等サービス

○建物火災保険料 66千円 市民等サービス 市民等サービス

○施設保守管理等委託料（7業務） 419千円

・消防設備等保守点検、浄化槽維持管理、電気設備保守管理、施設警備、 # # # # # # # 0

　給食施設消毒等業務、グリストラップ処理、白蟻駆除 内部管理 内部管理 内部管理 内部管理

○事務機器リース料 295千円 内部管理 内部管理 内部管理（ ）

・複写機（3台）、印刷機（3台）

○施設修繕のための原材料 15千円

・山土、木材等の購入 受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

 教育総務課担当課9事業番号06幼稚園施設管理事業

決算書

不 用 額最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率(②－①)

生涯学習都市

1,481千円

決決決決 算算算算 額額額額

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

　市内の幼稚園3園において、園児が学習する幼稚園施設等の維持管理経費。
　幼稚園を運営する上で必要な経費であり、効率的な執行を心掛けるとともに、園児が快適
に幼稚園生活を送ることができるよう配慮して事業を行った。

事 業 所 管 課

10教育費

1111,,,,470470470470千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業

教育委員会事務局／教育総務課

11千円 99.2 %

基本方針

根拠法令等

A

学校教育法第5条

E

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

施策方針 学校教育施設の整備・充実

・施設全体の老朽化が著しい中ではあったが、円滑な学習環境を確保することができた。
・施設全体の老朽化が著しいが、円滑な学習環境の確保に向け、今後も施設改修事業と関連付
けた計画的な事業実施が必要である。

　円滑な学習環境の確保に向け、幼稚園施設等の維持管理を図る。

計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

04幼稚園費 01幼稚園費

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



02020202 1

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

5

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

○　耐震二次診断委託料 2,288千円 市民等サービス 市民

・吉原小学校耐震二次診断業務委託料 2,288千円 市民等サービス 市民

内部管理 市民

内部管理 市民

○　耐震二次診断結果

・吉原小学校 # # # # # # # 0

直営 直営 直営 直営

直営 直営 直営 （ ）

受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

拡大 現状維持 終了・廃止
・この2施設の耐震二次診断を実施したことにより、市内全ての学校施設における耐震二次診断
が完了し、各施設の耐震性能を正確に把握することができた。

　平成21年度において耐震二次診断を行ったが、判定委員会の混雑等の理由により、年度内
に完了させることができなかった吉原小学校の2施設について、平成22年度に事業を繰越し
て実施した。

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

学校教育の充実

執 行 率(②－①)不 用 額

100.0 %

0.05

E

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

施策方針  教育総務課

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

学校教育施設の整備・充実 担当課10事業番号

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

根拠法令等

A

地震防災対策特別措置法第6条の2

教育委員会／教育総務課

02小学校費 01学校管理費 03小学校施設整備事業

決算書小学校施設耐震診断事業小学校施設耐震診断事業小学校施設耐震診断事業小学校施設耐震診断事業

決決決決 算算算算 額額額額

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画 計画項目

最 終 予 算 額

事 業 所 管 課

10教育費

2222,,,,288288288288千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

生涯学習都市

2,288千円

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

基本方針

体育館

0千円

施設名 Is値

給食棟 0.73

　昭和56年以前の旧耐震基準により設計・建築された学校施設の耐震二次診断を行い、耐震
補強工事等の必要性を検討する。

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向



施策方針 担当課

01010101 5

Ⅳ ② 法令等で義務付け 国の法律等で規定・推奨 府の条例等で規定・推奨

①①①① ② 市の条例等で規定 根拠法令なし

3

国庫・府で全額財政負担 国の財政支援あり（交付税を除く） 府の財政支援あり

その他機関財政支援あり 京丹後市単費

　

　維持管理経費

○需用費 市民等サービス 市民

　パソコン・校内LAN関連消耗品 854千円 施設等維持管理 団体

　パソコン・校内LAN関連修繕費（33件） 1,524千円 内部管理 法人

○委託料 施設等整備 その他

　パソコン・校内LAN保守委託料（ｽﾎﾟｯﾄ作業委託）（32件） 2,756千円

　情報教室パソコン等保守委託料 1,230千円 【複数選択可】 # # # # # # # 0

　サーバシステム保守委託料 2,132千円 直営 委託 指定管理者制度 扶助費

　　（ホームページ・グループウェア・WEBフィルタリング・ネットワーク管理） 補助金 負担金 その他 （ ）

○使用料及び賃借料 「その他」を選択された場合は、その具体的内容を記入してください。

　パソコン借上料

情報教室パソコン等借上料（708台） 24,334千円 受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ又は市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

校務用パソコン借上料（128台） 3,327千円

サーバシステム借上料（3台） 899千円

　ソフトウェア使用料

ウｲルス対策ソフト1,800台分、WEBフィルタリングソフトほか 2,619千円

○備品購入費

　学校情報通信ネットワーク機器購入 1,539千円

指紋認証装置15台、ルーター・ハブ等ネットワーク機器24台

レーザープリンター1台

上記のいずれにも該当しない事務事業

拡大 現状維持 縮小

統合（整理） 休止 終了・廃止

学校教育施設の整備・充実 事業番号 12 学校教育課

1

根拠法令等

E

2

C

市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、若しくは事業リスクや不確実性が存在するため、民間だけでは
その全てを負担しきれず、これを補完する事務事業、民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい
質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先導する事務事業又は市民福祉の増進を目的と
し、不特定の市民が利用することのできるサービスを提供する事務事業

市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、又は国内外に情報発信し、まちの魅力を向上させることを目的
とした事務事業

特定の市民や団体を対象としたサービスであるが、サービスの提供を通じて、特定の対象者以外の第三者にも
受益がおよぶ事務事業

2 1

市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必要な規制、監視、指導、情報
提供、相談などを目的とした事務事業

社会的・経済的弱者を対象に生活の安定を支援する又は生活の安全網（セーフティ・ネット）を整備する
事務事業

事 業 所 管 課

10教育費

41414141,,,,214214214214千円千円千円千円

目目目目
的的的的

評評評評
価価価価
・・・・
課課課課
題題題題
等等等等

学校情報化推進事業学校情報化推進事業学校情報化推進事業学校情報化推進事業

教育委員会事務局／学校教育課

123千円 99.7 %

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01教育総務費

主主主主
なななな
財財財財
源源源源

主主主主
要要要要
なななな
事事事事
務務務務
・・・・
事事事事
業業業業
及及及及
びびびび
成成成成
果果果果
のののの
概概概概
要要要要

府補 みらいづくり交付金

　市内全小中学校に整備した校内LAN及び校務用パソコン、普通教室用パソコン、
情報教室用パソコン及びサーバ室サーバ機器の維持管理を行うとともに、ウィルス
対策を行った。
　また、ネットワーク機器の故障による通信停止対策のため、予備機を購入し備え

41,337千円

決決決決 算算算算 額額額額

基本方針 計画項目

不 用 額最 終 予 算 額

学校教育の充実

執 行 率(②－①)

生涯学習都市

10学校情報化推進事業

決算書

02事務局費

　市内全小中学校に整備した校内LAN、2,040台のパソコン（校務、普通教室、情報教室）及
びサーバ機器の維持管理を、ネットワークを利用して遠隔操作で対応するなど適切に行なうこ
とができた。
　今後は、機器の経過年数による故障など、修繕・保守にかかる経費が生じるとともに、情報
教室パソコンの旧機種の更新など、ＩＣＴ環境の水準の維持にかかる経費が必要になる。

小中学校の情報通信ネットワーク機器の整備及び維持管理を行うとともに、情報管理の徹底
と利用価値の高い学校情報化の環境を構築する。

20,986千円

（（（（１１１１） ） ） ） 実施根拠実施根拠実施根拠実施根拠

（（（（２２２２） ） ） ） 財政負担財政負担財政負担財政負担

（（（（３３３３） ） ） ） 事業種別事業種別事業種別事業種別 （（（（４４４４） ） ） ） 対象者対象者対象者対象者

（（（（５５５５） ） ） ） 実施手法実施手法実施手法実施手法

（（（（６６６６） ） ） ） 関与関与関与関与のののの必要性必要性必要性必要性

（（（（７７７７） ） ） ） 歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた上上上上でのでのでのでの今後今後今後今後のののの方向方向方向方向


